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平成２６年度事業報告書 

平成２５年１１月１日から平成２６年１０月３１日まで 

 

特定非営利活動法人エス・エス・エス 

～はじめに～ 

わたし達ＳＳＳは、ホームレス問題が深刻だった平成１２年３月「生活が困難な人々に対して自立支援

を行い、社会貢献を目指すＮＰＯ法人」として活動を開始しました。現在では、首都圏において無料低

額宿泊所、障碍者グループホーム等の社会福祉事業のほか、無料生活相談センター、ホームレス状態の

方々への炊出しをはじめとした各種支援活動をしています。 

現在、わが国では、これまでの長年に渡る景気低迷、世界最速といわれる少子高齢化の進行など数々の

深刻な要因により国家財政が悪化の一途を辿るなか、社会保障制度の持続性が問題視されています。無

言の将来世代に一方的に借金を負わせることでしか成り立たない従来型の行政主導、公的予算依存によ

る社会保障制度や福祉施策は今まさに変革を迫られています。このままでは、高齢傷病者や失業者、低

所得者といった「支えられる側」も、企業や現役労働者、次世代といった「支える側」も苦しくなる一

方であることは明らかです。 

この様な厳しい状況において、持続可能な社会創りに向けた新たな社会問題解決の担い手として、民間

組織が公的予算に過度に依存せず、事業の手法を取りつつも、利益の追求ではなく社会問題の解決を組

織の主目的とする「社会的企業（ソーシャルビジネス体）」の活躍が世界的にも注目されています。 

わたし達は今後も、「みんなが力を出し合い、みんなで幸せになる社会創り」を使命に掲げ、事業の手法

を用いて社会問題を解決する「日本一の社会的企業」を目指していきます。 

 

１．事業の成果 

 

【生活困窮者のための入所施設の開設及び運営管理・中高齢者が自立するための種々のプログラムを行

う自立支援事業について】 

＜無料低額宿泊所の運営について＞ 

 社会福祉法第２条第３項第８号の規定に基づく第２種社会福祉事業［無料低額宿泊所（以下「宿泊所」）］

について、今期は１施設の開設（サンハイツ貫井南）、４施設の閉鎖（秋桜の郷、東山荘、高井戸荘、

神楽坂荘）、１施設の移転（新末広荘）により、住環境の改善や個室化はもちろん、若年層・高齢者層

のニーズに対する充実した支援サービスの提供することができました。※平成２６年１０月３１日現

在、合計１２４施設（東京都２３区４５施設、三多摩２２施設、神奈川県１３施設、埼玉県１６施設、

千葉県２３施設、茨城県５施設）、定員４，６５１名を運営しています。 

宿泊所は生計困難者のために無料または低額な料金で宿所を提供する事業であり、様々な問題を抱え、

居所に困った方が、次の安定した居所に移行していくための一時通過施設として、「住居」におけるセ

ーフティネットの役割を担っています。 

 宿泊所の運営にあたっては、利用者様に対し居所を提供するだけでなく、栄養バランスの取れた食事



や衛生的な生活環境を提供し、不安定な健康状態からの脱却、利用者様それぞれが抱えている悩みや

問題を解決していくための生活支援（生活相談、債務処理相談、居宅移行等）および就労支援（就労

相談、雇用創出等）をかけ合せた自立支援を行っています。 

 今期の年間累計利用者数は８，０００名以上であり、約９割の方が福祉事務所をはじめとした行政か

らの情報提供により宿泊所の利用を開始しました。様々な社会資源や福祉事務所につながった方やこ

れらのセーフティネットからこぼれ落ちた方からの相談がいまだ絶えず、その受け皿として宿泊所が

機能したことが分かります。また、主な自立支援の実績としては、２，０００名以上がアパートをは

じめとした次の居所に移行したほか、就労支援による経済効果も出ています。 

 

＜行政からの受託事業について＞ 

 宿泊所運営をはじめとする生活困窮者支援を通じて培った経験・ノウハウを生かし、社会貢献の一環

として行政からの事業受託にも積極的に取り組み、更なる公益の増進に努めています。 

 

 ・居宅生活移行支援事業 

厚生労働省通知（平成２２年社援保発０６１１第２号本職通知）によって、地方自治体は、その事業

運営が適切と判断できる宿泊所事業者・施設に対し、入所者の居宅生活に向けた支援（支援計画の作

成、支援計画の達成状況の検証、生活支援、就労支援、居宅移行支援等）を委託できることになりま

した。以下の通り、当法人では１１ヶ所の自治体より居宅生活移行支援事業を受託しています。（一部

の事業は平成２６年３月に終了。） 

 

   東京都管轄   ・中野区居宅生活移行等支援事業 

         ・台東区居宅生活移行支援事業 

           ・江戸川区居宅生活移行等支援事業 

           ・品川区居宅生活移行支援事業 

           ・八王子市路上生活者等自立支援事業 

           ・府中市居宅生活移行支援事業 

           ・町田市自立生活移行促進事業 

埼玉県管轄   ・埼玉県宿泊所機能強化事業 

さいたま市管轄 ・さいたま市生活保護居宅移行-宿泊所入居者総合支援事業 

茨城県管轄   ・茨城県居宅生活移行支援事業 

千葉県管轄   ・松戸市居宅生活移行支援事業 

 

・その他の行政受託事業 

   東京都管轄  ・日野市高齢者等緊急一時保護事業 

          ・八王子市路上生活者等地域生活安定化支援事業 

          ・八王子市路上生活者等緊急一時保護事業 

   千葉県管轄  ・浦安市ホームレス総合相談推進事業 

 



＜高齢・傷病者支援について＞ 

「軽度の要介護者」「介護予防を要する高齢者」「社会的入院患者」等の受け入れ先として、支援機能

をもった社会資源は不足しており、宿泊所はその待機場所となりつつあります。また、生活保護世帯

をはじめとする低所得の単身高齢者が地域で孤立し「無縁化」しているといった問題は年々深刻さを

増しています。この現状を踏まえ、当法人では、宿泊所の一部を「サービス付高齢傷病者施設（ハッ

ピーホーム）」として設置するなど、高齢者や傷病者に地域で安心して生活していただくための支援体

制の構築を進めています。 

 

＜女性支援について＞ 

 女性支援施設は単身女性（場合によって母子・夫婦）のための特化型宿泊所です。ＤＶ問題をはじめ

とした様々な事情により、支援を必要としている女性に対し、定員１０～２０名程度の比較的小規模

な施設を中心に運営しており、コミュニケーションが取りやすく、家庭的な雰囲気の中で生活を送っ

ていただけるよう配慮しています。 

 

 ＜刑余者支援について＞ 

 茨城支部にて自立準備ホームの登録を行い、保護観察所等と連携して刑務所出所者等の受け入れを行

っています。自立準備ホームは刑務所等を出所後に帰来先のない方が自立するまでの期間、一時的に

住むことができる民間施設です。あらかじめ保護観察所に登録した宿泊所の空室を活用して、対象者

を受け入れ、これまでのノウハウを生かした自立支援を行っています。 

 

＜入浴サービスについて＞ 

路上生活を余儀なくされている方に対して、定期的に埼玉県内や川崎市内の無料低額宿泊所を開放し、

入浴、洗濯、食事、相談を無料で提供する「入浴サービス事業」を実施しています。路上生活されて

いる方々は適切に医療機関に受診する機会が少なく、入浴、洗濯など衛生面の心配もされます。※埼

玉県では済生会川口総合病院にご協力いただき、医師、看護師による健康相談及び無料低額診療を実

施していただいています。また、サービス提供時に様々な法制度や社会資源の情報提供を行うことで

路上生活の長期化を防ぐことも目的として実施しています。 

今期はさいたま市、川口市、川崎市、府中市で合計７４回の入浴サービスを実施し、年間累計７９６

名の方が利用されました。 

 

 

【福祉に関する相談援助事業について】 

生活困窮者がホームレス状態になることを未然に防ぐために、住居、福祉、生活、法律、医療相談を

はじめとした幅広い分野の問題を一括して相談対応し、必要に応じた情報提供や支援を行うための「総

合相談所」として、平成１７年度に「ドロップインセンター千葉」、平成１９年度に「ドロップインセ

ンターかわさき」を設置しています。今後はこれまでの実践をもとに、平成２７年４月からスタート

する「生活困窮者自立相談支援事業」を視野に入れて活動していきます。 

 



【障害者総合支援法に基づく障害者福祉サービス事業・相談支援事業について】 

社会問題となっている精神科病院の社会的入院患者（約７万２千人）の退院促進のため、平成２０年

より、地域に不足している社会資源の整備を積極的に進めています。今期は東京都あきる野市におけ

る通所事業として「生活介護 笑」、「放課後等デイサービス 笑」（あきる野市）の開設、「ラファミド

八王子」に付随する知的障碍者の居住の場としてユニット増（「グループホーム 友」）と短期通所の併

設（「ショートステイ 友」）を行いました。 

※平成２６年１０月３１日現在、相談支援事業所、生活介護、放課後等デイサービス、短期入所を各 1

ヶ所と１４ユニット・定員９６名のグループホーム（「ラファミド八王子」：１０ユニット・定員６８

名、「サクレ江戸川」：４ユニット・定員２８名）を運営しています。 

これらの開設運営により、地域ごとのニーズや既存の福祉制度の枠からこぼれ落ちる障碍者（児）の

存在を再確認し、知的障碍者や重度の精神障碍者に対する居住支援と通所支援を複合的に行うなど、

地域とご本人のニーズに合わせた取り組みを行っています。 

また、社会資源の整備に併せて更なるサービスの向上を掲げ、職員向けに研修制度を構築し、①新入

職員研修、②障碍者支援基礎研修によるスキルアップを行っています。この取組みにより、組織にお

けるサービスの平準化と、現状に満足しないサービス向上を促進しています。 

 

 

【その他の活動について】 

生活困窮者に対する支援活動のみにとどまらず、様々な分野の方々と積極的に交流し、情報公開を行

っていくことで、広く社会に貢献できる法人を目指しています。また、当法人の運営する施設は、利

用者様（元ホームレス、刑余者、精神障碍者、身体障碍者、知的障碍者、要介護者、ＤＶ被害者等）

の特性上、社会問題に関する様々な研究対象とされているため、大学や各種研究機関に協力していま

す。 

 

＜所属組織＞ 

 ・ＮＰＯ法人 ホームレス支援全国ネットワーク 

 ・生活困窮者自立支援全国ネットワーク 

・日本居住福祉学会 

 ・社会的企業研究会  

・埼玉県ホームレス自立支援委員会 

 ・東京都精神障害者共同ホーム連絡会 

 ・あきる野市地域自立支援協議会相談支援部会 

・江戸川区精神障害者施設連絡会 

・江戸川区グループホーム連絡会 

 ・ＣＥＦＥＣ（ソーシャルファーム・ヨーロッパ連合） 

 ・ＣＥＦＥＣ－Ｊａｐａｎ 

 

 



＜報道取材協力＞ 

 ・沖縄タイムス「超高齢社会に生きる『老い』と貧困――低額宿泊所 増す高齢者」 

  平成２６年３月５日発行 

 

 ・週刊現代「６５歳以上の１６人に１人が直面する『老後破産』２６０万人の衝撃」 

平成２６年１０月１１日発行 

 

＜海外調査・視察等＞ 

・ソーシャルファーム ドイツ視察 （有）人財教育社 平成２６年２月８日～１６日 

 

＜調査研究協力＞ 

・「『ホームレス就労支援における就労準備支援・中間的就労の確立』に関する調査」 

NPO 法人 ホームレス資料センター（厚生労働省社会福祉推進事業） 

 

 ・「生活困窮状態を引き起こす要因に関する調査（トリガー調査）」 

・「一時生活支援およびその後のケア付きハウジングリソースの活用実態にかかわる調査研究事業」 

NPO 法人 ホームレス支援全国ネットワーク（厚生労働省社会福祉推進事業） 

 

 ・「生活困窮者の早期把握に関するアウトリーチ型総合相談事業へのアクションリサーチ」 

 ・「生活困窮者像の変容と地域が一体となったアフターケアのあり方に関する調査研究」 

  一般社団法人 インクルーシブ・シティネット（厚生労働省社会福祉推進事業） 

 

 ・「居住支援型社会的企業による包摂型コミュニティ実践モデルの開発調査事業」 

  大阪人間科学大学 人間科学部 石川久仁子氏 

 

 ・「平成２６年社会福祉施設等調査及び介護サービス施設・事業所調査」 

  厚生労働省 

 

【ＳＳＳスマイルプロジェクトについて】 

 日本でホームレス生活を余儀なくされている方は７千人以上と言われており、長引く景気の低迷や、

貧富格差の両極化が年々増す中で最低限度の生活を維持できず生活困窮状態に陥る方は更に増加して

いくことが予想されます。また、国外の途上国においては依然として日本では想像がつかない程の深

刻な貧困問題を抱えています。ＷＦＰ（国連世界食糧計画）によると、世界の飢餓人口は１０億人を

超え、飢餓やそれに関連する病気により毎日２万５千人が命を落としています。そのうち５歳以下の

子供は１万４千人を占めており、時間にすると６秒に１人の子供が「飢え」を理由に幼い命を落とし

ています。 

「わたしたちに出来ることはないだろうか・・？」その思いから、平成２１年に始まったスマイルプ

ロジェクトでは、ＮＧＯ団体等との連携を通じ、以下のようなプロジェクトを実施してきました。 



１．ホームレス状態の方々への支援 

年間約５万食の炊出しや冬じたく無料バザーの実施。 

 

２．S S School エスエススクール＆カレッジ 

未来を担う子供たちやその保護者、学生を対象とした「貧困問題・飢餓問題等」に関する啓発 

活動の実施。 

 

３．極度の貧困地域への国際支援 

［フィリピン共和国］ 

・マスバテ島カランパン村の小学校校舎建設と、栄養失調児童を支援対象とした学校給食提供 

及び保護者への栄養管理指導を実施。（平成２２年） 

・首都圏を襲った台風による洪水被害を受けた地域の再定住プロジェクト支援を実施。 

（平成２４年） 

・台風３０号ハイエン緊急復興支援として、マスバテ島カランパン村の住民を含む１，０００ 

世帯分の飲料キット代（６０万円）を寄付。（平成２６年） 

 

［カンボジア王国］ 

プノンペンにてストリートチルドレンなどを支援する「愛センター」へ教育ボランティア及び 

インターネット設備（Wi-Fi）を支援。（平成２６年） 

 

４．ワクチン支援 

ワクチンがないことで予防可能な感染症で命を落としている貧困国の児童を支援するために、 

飲料のペットボトルのキャップを収集しワクチンに変える取組み。 

平成２１年１１月から平成２６年１０月までの５年間で収集した合計キャップ数： 

約２０４万個（約５．１ｔ）※ポリオワクチンに換算して約２，５５０人分となります。 

 

  ５．東日本大震災復興支援 

・震災により避難所生活を余儀なくされた方々へ、炊出しをはじめとしたボランティア活動。 

東京都、神奈川県、茨城県の避難所にて実施。（平成２３年） 

・千葉県内にて避難生活を送る児童の方々へ衣類・学習机・文房具等を提供。（平成２３年） 

・陸前高田市へ復興支援ボランティアチームを派遣。当法人の職員と利用者様より有志を募り、 

ガレキ撤去ボランティアとして活動しました。また、法人内部で震災直後から募金運動を行い、 

災害義援金（総額２８１，４３０円）を同市へ寄付させて頂きました。（平成２４年） 

・継続的な復興支援として、福島県のサッカーチーム「福島ユナイテッドＦＣ」への公式 

サポートを決定。小学生親子を対象とした「ＳＳＳスマイルプロジェクトサッカースクール in 

福島」を開催。（平成２５年、平成２６年） 

 

以上 



２．事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業 

 

事業名 事業内容 実施日時 実施場所 
従事者の 

人数 

受益対象者の

範囲及び人数 

支出額 

（千円） 

生活困窮者のた

めの入居施設の

開設及び運営管

理及び中高齢者

が自立するため

の種々のプログ

ラムを行う自立

支援事業 

生活困窮者のた

めの入居施設の

開設及び運営管

理及び中高齢者

が自立するため

の種々のプログ

ラムを行う自立

支援事業 

平成２５年１１月１日～ 

平成２６年１０月３１日 

 

東京都 

神奈川県 

埼玉県 

千葉県 

茨城県 

797 名 

（ボラン

ティア

192 名含） 

約 8,000 名 4,599,034 

福祉に関する相

談援助事業 

福祉に関する相

談援助事業 

平成２５年１１月１日～ 

平成２６年１０月３１日 

千葉県 

神奈川県 
9 名 43 名  3,674 

障害者総合支援

法に基づく障害

者福祉サービス

事業及び相談支

援事業 

障害者総合支援

法に基づく障害

者福祉サービス

事業及び相談支

援事業 

平成２５年１１月１日～ 

平成２６年１０月３１日 
東京都 84 名 223 名  212,639 

 

 

活動に関する詳細（各種報告資料等）、お問合せ先 

 

特定非営利活動法人エス・エス・エス 

〒110-0015 東京都台東区東上野３－３６－８－２Ｆ 

         ＴＥＬ０３－３８３４－６８５４ 

         ＦＡＸ０３－３８３４－６８５５ 

 

  公式ホームページ ： http://www.npo-sss.or.jp/ 

 

 

http://www.npo-sss.or.jp/

